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1 まえがき

新潟地震以来 7 地盤の液状化は工学的問題として取り上げられ，液状化による被害も各地で多数報告きれてい

る。広島市でも，最近特 l乙各地で頻繁lζ発生する大型地震の被害報告より，液状化危険分布図の作裂が時代的要

議としてにわかにクローズアップきれてきた。

一方，この地域は広島絡にのぞむ中国LlI地の縁辺をきぎむ各河川の河口部lこ独立して形成された三角州低地群

であり，各三角1月下1{丘地の微士由形織成は河道や海岸lこそう微高i所としての自然堤妨と砂州，その関の浅所である湿

地性淀間低地，汀線の停滞期に生成した微高械の浜堤，満潮時には海面となる平坦な潮汐平地，潮汐平地を人為

的lζ 陵地化した干拓地と埋立地などである。 I日市内の地層は 1m前後の表土層の下に 7rn ~]O 聞の N値 20 以下

のゆるい砂崩が堆積している。さらに臨海部ではこの砂層 F部l乙粘土まじりのどく軟弱なシルト膚がほぼ20rn以

上の原きで堆積しているが。乙の軟弱層は内陸部l乙向かつて簿くなり，太田111河口の三角丹!の扇のかなめである

戸坂付近では，殆ど消失して存在しない。

このような地盤条件と地下水位が高い点を考慮すると， ，日市内の大部分は液状化危険分布地帯であると考えら

れるが，本報告では以下の要領で広島市の液状化の予測について取りまとめた。まず第 2業で液状化予測の定量

的評{助法の概要を述べ，いわゆる簡易判定手法のうち現在提唱きれている Seed法，岩崎・龍岡法，時松・告見法p

柴田法，龍伺法の託手法について，主lこ液状化抵抗応力比lと着目して各手法の比較検討を行った。第 3主主では，

地震の規模として，芸予地震および再来年数 200~ 500年促度の中旬遠距離地震を怨定し，市内の代表的 2地点、

について，重復反射理論により地震応答計算を行い地表耐ilm速度を計算した。第 4挙では，市内を 500間ピッ

チで分割し，ほぼ 400点のボーリングデータよ句五手法を用い，各地区において液状化を生じる地表面最大加速

度を算定し，液状化般険分布図を作製した。とれと第 3:1卒の計算結果より，芸予級の地震 (M=76)を怨定す

ると，市内のどこで液状化の被害が発生しでもおかしくないと考えられた。

2 液状化予測手法

2. I 液状化予測の定盤的評価法

1964年の新潟地震を契機l乙砂地般の液状化可能性を多少なりとも定量的lこ評価しようという試みが数多く行わ

れて来た。これらのうち近年研究分野で感んに試みられている有効応力液状化解析法を別にすると，実用凶jで多

く用いられる方法は 3 地援時』乙地盤中 lζ生ずる応力(比) (繰返しせん断応力(比) )を何らかの方法で推定し，

ζ れとは別 i乙地盤土が液状化を生じない限界の応プ'J(比) (液状化抵抗応力(比) )を求めて，両者を比較し液

状化の判定を行うものである。 ζ の場合，繰返しせん断応カ(比)と液状化抵抗応力(比)の決定にはいくつか
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の異った手法が用いられているが，現在最も多く用いられている手法には次のようなものがある。

ω 繰返しせん断応力(比)の決定法

① 簡易推定式による方法:ある深さに生ずるせん断応力を，地盤を剛体と考えたとき rr.慣性力によって発生

する応力から求める。(通常，地表面最大加速度より求める。)

② 応答解析による方法:不規則な地震入力に対する応答解析を行い，各深きにおける発生せん断応力を求め

る。(多く重複反射理論を用いた等価線形解析が用いられる。)

(2) 液状化抵抗応力(比)の決定法

① N値より推定する方法.従来の液状化記録や室内実験データに基づいて， N値より液状化抵抗応力(比)

を求める。

② 室内液状化試験による方法・サンプリングによる不撹苦L試料について繰返し載荷試験を行い，その結果か

ら現位置における液状化抵抗応力(比)を求める。

通常多く用いられるのは，簡易推定式による繰返しせん断応力(比)と N健から推定した液状化抵抗応力(比)

により帯広Eを行う方法(いわゆる簡易判定手法)と，応答解析により得られる繰返しせん断応力(比)と室内液

状化試験結果lζ基いて算定した液状化抵抗応力(比)により判定を行うもの(いわゆる詳細判定手法)である。

簡易判定手法は比較的簡便に液状化の判定が行える方法であり， 1) 土質調査結果のみから判定が下せるので

広範囲の検討を行える， 2) 標準貫入試験はサンプリングによる撹乱や，応力解放の影響を受ける室内液状化試

験に比し，現位置での土の液状化強度を忠実 rr.表し得る， 3) 過去の液状化事例に基づくものが多く実用上の信

頼性がある，等の優れた点がある。 ζ れらの長所を考慮すると，広島市の液状化検討には簡易判定手法が適当と

考えられる。そ ζで， ζ 乙では現在までに提案されでいる簡易判定手法の概要を示し，次いでその問題点などに

つき主に液状化抵抗応力比の算定法に着目しで述べることにする。

2.2 簡易判定手法

標準貫入試験の結果から液状化抵抗応力(比)を求める方法にもいくつかの提案があり，乙れらのうち Seed

-IdriJ の方法が最も古く多くの設計ルールにも紹介きれている。一方わが国では岩崎 寵岡弘方法が有名で

あり，道路橋示方書等に採用きれている。その後乙れらの方法を補う形でいくつかの判定法が提案きれているの

で，それらのうちの時松一音見も方法，柴田も方法，および龍岡弘方法についても触れることにする。

。) Seedらの方法

ζ の方法は当初 Seed- ldrissによって提案きれたものであるが，平均粒径(D. 50)の液状化抵抗応力比への影

響を考慮するため， Seedet.al?によって修正されたもの

である。 ζζ では後者について説明する。

判定の手順は，図 2- 1のフローチャートに示す通りで

あり，その特長は次のようである。

① 繰返しせん断応力比は地表面最大加速度から推定す

るが，不規則な地震入力を等価な一様繰返し入力 l乙置換え

ている。

② 液状化抵抗応力比は N値，マグニチュードから推定

するが，乙れは N値と相対密度の関係を用いて}..工的iζ調

整した試料の実験結果 I乙基づいている。

③ ここで用いられている N値はプーリ}法によるもの

でわが国では自由落下法によるものより約 2.7大きくなる

といわれている。

④ 修正法によると，平均粒径が 0.15醐未満のものは換
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図 2ー 1 Seed et. 'al.の方法
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算 N値を 7.5大きくとり p 液状化抵抗の増加を評価し

ている。(校径の影響を考慮していることになる。)

岩崎・龍闘の Jj法。)

判定の手11闘は凶 2~ 2のフ口ーチャート l乙示す通り

であり，以下の特長がある。

0.1 

J 
有効J二載圧K

繰返しせん断応力比は地表面最大加速度から治

接推定する。(入力波の不規則'11:IC関する補正は，液
10 20 耳o 40 50 

換算 N値 Nl=CNN

限界 N{I陵図 2.L 2 液状化抵抗応力比は， N古直と相対密度の関係を② 

介して，多数の不撹乱試料に対する一様繰返しによる

三輸液状化試験結果から求めている。(地震波の不規則1tJ，

iこ関する補正係数 (Cl~C5) を乗ずる。)

適JIJ土質は正規}王密された埋立砂か沖積層の砂l乙限

定されている。

④ 

(ユ)

3 I乙小すj盛りであり，

繰返しせん断応力比は地表面最大加速度とマグニチ

ュードにより求めるが，不規則な入力に対する補正を行う。

岩崎 e 龍I凋の方法関 2~ 2 
(一様繰返し入力 iこ置換える。)

液状化抵抗応力比は， N{直と相対密度の関係を介して，

一様繰返しによる単純せん断液状化試験の結果から求める。

液状化抵抗応力比は必裂に応じせん断ひずみレベル

lと応じたものを算定できるので，急激なひずみの発生を示

さない密な砂の液状化にも対応できる。

(4) 柴回の方法

判定手11偵のフローチャートを凶 2- 4 ，こ示し，特長を以

下 l乙記す。

繰返しせん断応力比は，地表面最大加速度から求めるc

液状化抵抗応力比は，既往の液状化事例l己基づいて

N館より直接求める。

I時松・音見の方法凶 2~ 3 適用土質は綿粒分を含まない砂質土であり，有効土③ 

被り庄が1.2 以上では液状化事例がないとしている。

龍岡の方法(5) 

5 IC ，f;し，特長を以下 l乙述べる。判定手順のフローチャートを図 2

繰返しせん断応力比は，岩崎・龍岡法と全く同様に地表面最大方u速度から Ii'{接推定する。① 

液状化抵抗応力i七は ，nl対密度が60%以下の場合lこ岩崎也龍同法によるものとし，それ以上の場合はSeed③ 

が液状化事例 IC基づいて示した規準に平均粒筏の補正項を付け加えて算定する。

各判定手法の比較

以上に述べた各判定手法はいずれも従来の液状化事例や，室内試験データ l乙基づいているものが殆どであろ。

D
 

f

、

5 

図 2.1. 1 状化抵抗応力比算定時iこ行う。)

平均粒径の影響を考慮している。

時松・吉見の方法

判定子11頃のフローチャートは図 2

次の特長がある。

① 

② 

③ 

① 

② 
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したがって，実際の検討に当っては，各判定法の提案さ

れた過程を踏まえ，その特長や適用限界を明らかにしてお

く必要がある。乙 ζ では乙の観点から各手法の比較および

検討を行う ζ とにする。

2. 3. 1 換算N値

簡易判定手法における液状化抵抗応力比の算定には，

① N値から直接推定するもの(A法)

② N値から相対密度を介して推定するもの(B法)

の 2通りがある。乙れらを同ーの尺度で比較しようとする

と， Nj撞が有効土被り圧により影響を受ける ζ とと，相対

密度が N値と有効土被り庄の関数として示きれる乙と等の

理由から統一的な比較が困難である。そ ζ で，種々の有効

土被り圧における N(j直を，規準となるある有効土被り圧

(ここでは 1kgf伺とする)のときの N値 11:換算して表わす

ζ とを考える。

いま ζのN値を換算 N値 (Nl)と呼び次式で与える。

N， =CN・N ( ~ 1 ) 

ζ 乙に， CN 換算係数である。 ζ の換算係数は有効土被

り圧により変化するもので，図 2- 6 11:示す提案がある。

乙れらの曲線は，有効土被り圧の小きい範囲を除くとほぼ

同様の結果を与えるので， ζ 乙では古くから用いられてい

るMeyerhofの与えた次式を用い， σv'= 1 kgf/後のときの

Nj憶を N，値とすると，

Dr=20.5j"v'~0.7 =20.5車 (2.2)

となるので換算係数は次式で示される。

CN = ~! = _， L~ N=下r= l1y'+石ナ ( 2. 3 ) 

この換算係数を用いて換算N値を定める ζ とにより， N

地震動

値や栴対密度により示きれる液状化抵抗応力比を統一的に表す乙とがで

きる。

2. 3. 2 換算 N値による液状化抵抗応力化

各判定法における液状化抵抗応力の算定式を換算 N値で表す ζ とを考

える。ただし，不規則載荷lζ対する補正を液状化抵抗応力化の算定の際

に行っているもの(岩崎・龍岡法，柴田法および龍開法)については，

乙の補正を行わない一様載荷に対するものとして表す乙とにする。また

地震のマグニチュードの標準値として M =7. 5を選ぶ

。) Seedらの方法

三ι=0.015 N 1 
6、r

ただし， σv'::::二 2，0勾f/後かつ N S 30 

( 2.4 ) 

-44-

中木・古川・宮越・向井

地量調査

図 2- 4 柴田の方法
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(2) 岩崎一龍1闘の方法

コニ 0.0573( J~; -f ( 050) ) 

2.55 log (050/0戸 35)

ここに， f (050) 次式で与えられる平均殺後(050 )の関数

( 2. 5 ) 

( O. 04 三五 D50 < 0.6糊 ) 

f (D 50) = ( 26) 

( 0 6三D50 ~ 1. 5醐)O. 567 

ただし， 0.2三五 σv/;s; 1. 7 

(3) f時松一音見の方法

4202510205一色吋十04(0216F5P)16I
dV" V 1.7 v'-'~'--'~V 1. 7 

ただ、し，初期液状化時を考えるものとし，パラメータ d，ま細粒分合有率 (Fc) Iこより次のように与えられる。

( 2. 7 ) 

( F cと10% ) 

( F cく 10%) 

(4) 柴田の方法

て6
-一一一二 O.() 1 0 8 N I 
σy' 

( 2. 8 ) 

( 29) 

(5) 器問の方法

換算 N値が 14.6以下では岩崎 龍悶法 lζ 準じ 1.¥'6以上 l乙対しては次式による。

TP 

プ ~C O. 0 1 0 6 N 1 - g (D 50 ) 
νV  

ここに， g (D50) 次式で与えられる平均粒後(D 50 )の関数

O. 146均(D 50/0 35) 

g (D 50 )二=

O. 325 

2. 3. 3 各判定手法の比較

以上i乙示した諸式を!甘いて，液状化抵抗応力比と換

算 N値の関係を比較したのが図 2- 7である。ただし

同図を作成するに当って設定した条件は次の通り，

① 地震のマグニチュード (M) 7. 5 

② 平均粒径 (D50 )白 O.35酬(中砂相当)

③ 細粒分含有率 o% 

表 2- 1 I乙，図 2--7の各曲線の比較に基づいて各

判定手法の特長や適用上の注意点、を示す。

以上現在用いられている簡易手法について，主 lζ液

状化抵抗応力比の算定を中心 l己比較したが，現状では

時松 青見の方法が最も合理的な判定法と言えそうで

ある。 ζ の俄，岩崎一龍間の方法や Seed et al の

方法も適用条件を規定する ζ とにより妥当な液状化抵

抗応力比が算定きれるようである。一方，柴出法は適

用条件が極めて限定されるので，広範な地域での液状

( (). 0 4 三五 D50 く 0.6 醐 ) 

( u.6 三五 D50 < L 5.惚)

広
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表 2- 1 各判定手法の特長と泊用 iニの注意点

'PJ定手法 特 主主 意 占

S田 del. al の方法| 換算0H1直の小さいところ位二被り圧小)のデ タカせよなく，液状化抵抗を過 l土被り庄の小さいところで (dy'<O.5k9f/cm2)N植の換葬

/N斡面している可能性があるか，逆にN1値の大告い密な砂のダイレタンシ I i手数がない。

効果を評価する結果となっている。 IN，憾の大きいもの (N，>4ω に対する業主題ヂ タカ亨台ど

粒径江影響l土 D"く0.15mrnに対Lてのみ行っている。

岩崎一吉嗣 の方法 | 粒径のZ怨を採り入れている力、対象刃包見J王宮された埋め立地および沖 D"uが 0，(比一1.500以外の約歪については再生状化関克への

百寺松吉見の方法

柴田の方法

龍闘の方法

ト;， {直に比例する液状化抵抗を評価する。

粒包そ旺他の事先輩l立考月宮できず，適用l立liliめて限定される。

5国 d-1 drissの方去と岩崎龍問の方法を組み合わせたもの。

により両者を使い分け，双方の久者、を補右うよいうもの。 (N，が1

境としている。)

化を統一的に検討するには不向きであろう。

実際の液状化の判定では p 換算:N値が大きいところでの液状化発生はあまりないと考えられるので，例えば換

算 N{I偵30程度までを考えるとすると， i2'12 - 7より o N，手Llで Seed et al の方法 13 玉Nl三五 30で時松

@吉見の方法が最小の液状化抵抗を与えることから，安全側の液状化検討を行おうとすれば，乙れら 2子法を組

み合わせれば良いことになる。

3 想定地震動

3. 1 既応地震

地震の規模が大きくなれば，液状化が発生する地域の範閥は広くなるが，栗林・龍問主は， 1872年 ~1968年に

液状化を生じた地援のマグニチュード M と液状化が生じた地点の震央 ~I_j隣 R (km)の関係を調べ p 次の関係がある

ζ とを示した。

log 10 R三五 0.77M - 3. 6 (M二五日) ( :3. 1 ) 

広島市域で，将来，

液状化の生ずる可能性 表 3 - 1 J況応地震表

がある地穫を想定する 発生年月日 震 央 震央距離 マグ二チュ ド震imiJ或半径 実効距離 最大加速度

年 月日 地 名 緯度 経度 6(Km) M r (Km) 6'(Km) Amax(gaD 

ために， ζ の地域に影 684 11.29 土佐他 32.5 13~.0 249.6 8.4 69.1 160.5 127 

9) 

響を与えた既応地震か
自由。 11.23 出 雲 35.4 133.2 133.5 7.4 28.2 105.3 110 

自白7 日26 五畿七道 33.0 135.3 301.7 8.6 112.2 189.5 109 

ら， _t式を満足するも 1099 2.22 南海道 33.0 135.5 317.9 自 0 56ョ2 261.7 ~7 

のを選定した。表 3 1361 日3 畿内 p 土佐，阿波 33.0 135.0 277.9 8.4 89.1 !日日ゃ B 109 

1 tこ，各地震の震央， 1605 2. :3 東海，南海，西海諸道 33.0 134.9 270.2 7.9 50.1 220. I 62 

1649 3.17 安芸，伊予 33.7 132.4 72.9 7.1 20.0 52.9 169 

震央距離 R (km)とマグ
1686 1.4 安芸，伊予 34 132.3 42.5 7.0 17.8 24.7 230 

ニチュード M を示す。 1707 10.28 五畿七道 33.2 135.9 341.8 8.4 69.1 252.7 84 

なお，震央距離は，広
1654 12.24 畿内，東海他 33.0 135.0 277.9 8.4 89.1 188.8 109 

ι !日72 3.14 石見，出雲 34.9 132.0 74.8 7.1 20.0 54.日 159 

島市南医宇品にある第 @ 
1905 6.2 安芸灘 34.2 132.4 18.6 7.6 35.5 直下 400 

三港湾建設局広島工事 1909 11.10 日向灘 32.0 132.5 261. 1 7.9 50.1 21 1.0 66 

事務所 (340 21'N， 1944 12. '7 東海道沖 33.7 136.2 351.3 8.0 56.2 295.1 34 

1320 28' E )を観測点、 O 
1946 12.21 南海道仲 33.0 135.6 326.1 8.1 (85.0) 241.1 54 

@ 芸予地震 0 南海地震 ゐ 浜田地震

(以後，宇品観測点と
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呼ぶ)として計算した。図 3ー 11ζ は，式( 3. 1 )と， ζれらの

地震の M~R 関係を示f...，.，図 3 -2にその震央位置をプロットし

である。との図から，液状化の生ずる地震の分布として，鳥取と

島根の県境，安芸灘，伊予灘，南海道沖を想定できる。

3. 2 ぺ基盤での最大加速度

液状化の簡易判定手法では，せん断応力比を地表面最大加速度

から算定する。最大加速度は，想定地震のマグニチュード，震央

距離，検討地点の地盤条件との関係から求める方法13t提案きれて

いる。しかし，広島市域〆のように軟弱な地盤におドては， ζ 「 つ

のような提案式を用いるより，まず基盤における最大加速度 u 
を推定じ，地盤の地震応答解析によって地表面での値を求め

る方法が妥当であると思われる。

基盤における最大加速度は，野田・上部日らによる，マグエ

チュードと震源域から各地(点までの距離(実効距離)11:応じ

て求める推定法によった。この場合の震源域とは，マグニチ

ュードで決まる球状の広がりを仮定し，その半径 γ(初)は次

式で表わされる。

log 10γ ニ 0.5M 2.25 ( 3. 2 ) 

まだ，最大加速度とマグニチュード，実効距離の関係を図作

3 - 3 Iこ示す。表 3- 1の各地震による宇品観測点での基盤

の最大加速度を，震源域半径，実効距離とともに同表に示した。

ζ の結果，最も大きな最大加速度を与える地震は，観測点が震源域

内となる 1905年の芸予地震で， Amax=400galとなり直下型地震に相

当する。次I乙， 1649年， 1686年の安芸・伊予灘のp地震， 1872年の石見

・出雲の地震が続き，広島市域から半径 150k.以内で発生した内陸部

地震に相当する。南海道沖l乙集中して分布する M>Sの海洋型の大地

震は，震央距離が長くなり 684年の土佐地の地震での Amax=127gal

が最大となる。

3. 3 基盤加速度の再来年数

表 3ー 11ζ示す基盤最大加速度を大きい方から順位をつけ，地震発

生年の最古と最新の差を統計期間Y年とし，第N番目の加速度をAmax

(gal)とする。横軸 l乙i昭 (Amax)，縦軸i乙l略 (Y/N)をとり，プロット

する。との関係を求めると，再来年数 Y/NIζ対する期待値が求まる。

結果を図 3- 4 Iζ示すが， 1 0 0年期待値で Amax= 70 gal， 200年期

待値で 100ga 1となり J また，表 3- 1で示す地震で最も大きい加速

度を与える芸予地震の再来年数は1262年で示きれ，その発生確率はか

なり低くなる。

3. 4 表層地盤の地震応答解析

本節では，前節までに得られた結果を基i己，想定地震動として次の

ものを考え，広島市域の地表面での最大加速度を算出した。

1) 近距離地震(直下型)として，芸予地震による基盤最大加速

-47-
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図 3-1 M~.R 関係閣

図 3- 2 震央位置

Amox却!}、問?ZJ

Z∞「部

2000 

1000 

九
500 

再

来

年

実効距離 r(k>o) 

図 3- 3 Amax ~ r関係図

数 200←一一{一一一一ー一一一ー

ωoト。 θグi
10 20 50 100 2α) 400 

基盤最大加速度 (gol l 

図 11-4再来年数と基盤最犬加速度の関係
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速度 Amax = 400 ga Iを想定。

2) 中・ i議距離地主霊として p 再来年数 200年 500年の各期待値 100gal ， 200 galを想定。

検討地点としては，広島市域を三角州地区とこF拓邸主主地区 l乙区分した低地地形区分図li図 3- 5 )を参考iこ，

各地阪の代表地点として，Ni日 I地点とぬ 2地点、を選定した。また，区:]3-61こは土層断!対凶(A-T{断面)を示

す。 ζ れら 2地点は，基盤レキ!留の上iこ，下部砂層，上苦li粘土居，上部秒、レキ!静，最上部!習と続く沖積軟弱地盤

上師団風イヒイ削岩

に]粘土シ川属

臼砂梼
下邸内因砂傑層

皿理粘性土曜

墨盤碑層巴ヨ風イヒ花尚岩

図 3- 5 低地地形区分凶

であるが，海

岸に近いN(12

地点 1<:比べ，

三角州のかな

めに近いぬ I

地点では，上

部粘土!習は薄

くなり，同時

i乙シルト質粘

二上からシ yレト

資砂層 l乙移行

する。この両

地点の土質柱

状図と地盤モデル定数を図 3- 7 1ζ示す。

地震応答計算の手法は，地盤のせん断剛性事と減家定数のひずみ依存性を考慮した多層重複反射塑諭によった。

計算l乙必要な単位体積重量 rと，せん断波速度については，それぞれ土質名， N値より撒定したでさらに 9 動的

図 3- 7 ぬ1.2地点の地盤モデル図
295 ! 18648 !TV 

1.0 
G/Go 

0.2 

50 
h 
Rゐ)40

0.6 ?f) 

忽3

0.8 

0.4 ¥ 

10-5 

w
t
 

o
 

10-' 10-' r 102 

図 3~8 G~õ 関係図 凶 3-9 h~r 関係図
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変形係数のひずみ依存牲については，

いろいろな試験データを整理して発表

MAX= -313. 36 

13).14) 

きれている平均的なデータどして，図 制

制
3-8， 3~-9P:示すものを用いる。

また 9 使用する地幾波形としては，有名

地護波としてよく使用されている，

EL CENTRO N-S波を用い

た。図 3~ 10にその加速度時刻j暦そ，

450.0 
0.0- 5.0 l()":O. 15.0 一一一吉在u---gr)"-- -3.10 

[j;J刻 (SEG)

図 3 -- 10 加速度時刻歴図

関 3 111乙フーリエスベクトルを示す。

まず，再来年数 200'l三期待備 100ga 1を 2地点の蒸盤最大方u速

度として設定した場合を示す。地表面最大加速度の計算結果を，各

}習で生じたひずみのなかの最大ひずみとともに p 表 3--2に示す。

表 3- 2 Iこは，応答計算で求めた周波数伝述関数から 9 地般の国有

振動数奈子J~ すピーク振動数と，変位娠輔の増幅率を í}\ すピーク値も

刀lした。きら lζp

j'gj3 12，3--]3 

lζ2地点の深度方

向応答{出分布を，

各!討の初期せん断

則性と土の種類 lζ

対応きせて示す。

ζ れらの結巣より

2地点の地表面最

大加速度は，表層

地盤で、の熔隔があ

まりない結果とな

った。こ才1は，一

ぬ 2

9一一 Acceler(ll'lon (ga!) 
o 50ωo 応U 200 

一 一

(正
)

4

h
斗
制
。

般的な広島市域の

地層構造が，基機 図 3- 12 深度方向応答{u車分布 (No1地点)

(洪積層)から，

下部砂層，粘土!習，上部砂レキ層と続き，最も軟

0"日。
凶

ぬ

加
3
)
 塁側
H 

7蜘

f、

00 
2 

図 3~.11 フーリエ振幅スベクトル図

表 3~ 2 各地点。〉最大応答値

j也日孟J1Z1J下瓦みil!ll!Ili!t

番号 υ在大加速度

ぷ IAm. x(g..t) 

1 2 5 l 0，0 7 O 

9 7 I 0.0 8 7 

"' 2 
一一毛ト- Acceleration (ga!) 

牛一一一--JiiL.一一一」件一一一単一一一卸
一一合一一 StraJn仇}

o 0.1 0.2 03 0.4 
「一一一一ー--マ司山畑

ーーをトー Slress {11m勺
02 3456 789  
Or~ーームーームー--'--f習

〈

C
L
}
L
h
a
o
o

住釘王土到

3703 I i/ !νp 

凶:l 12 深度方向応答値分布 (No.2地点)

表 3~3 必 1 地点の段大応答{由
かいj習(粘土層)を中間にはさむサンドイツチ構

造となっているため 9 粘土層で加速度の増 ~I品が抑

制されることに起因していると考えられる。 ζ の

乙とは， No. 1地点 lζ 比べ， No. 2地点でその傾向が

大きく表われていることからもいえる。

次 lζ ，No. 1地点について，基書室最大加速度とし

て，再来年数 500年期待値 200 ga 1と，芸予地震級の 400ga 1を設定した場合

J&:大 11日誌 H.t (e aι) 

基 磁 J1s去 iIil

2 0 0 1 8 3 

40 0 2 4 5 

2，0 

の地表rIu最大加速度の計算結果を表 3- 3 I乙示す。さらに，同地点での蒸盤へ

の各入力加速度iと対する加速度応答倍率を示したものが図 3- 14である。乙れ

より，入力加速度が大きくなるほど，加速度応答倍率が小きくなっているとと 関 3 14 加迷度応答{長年
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がわかるが，これは，入力レベルの憎加に伴う地盤側性の低下lこより，系の同有周期が長周期側 lこ移行し，応答

が減少するためと考えられる。

4 液状化判定結果

4. 1 計算手法

(1) 計算は， N {I凶のある深度で行う。

(2) 単位体積主宣言~ (") ，平均粒径(D 50)のデータの

ないものは，参考文献 12) によった。(表 4 ー 1

参照)。なお，今回調査から得られた D50 は表 4

~ 1 Iζ示すとおりで，同文献にぶされる値に設定

しでも妥当であることが確認された。

(3) 細粒分含有率のデータのない志のは，日本統ー

分類の値を参考 iζ表 4- 1のように設定した今

(4) 検討の最深度の標高は GL 20 mとした。

(5) 液状化の判定方法は，繰返しせん断抵抗本 FL

fご、けでは検討地点の液状化の激しさがわからないので，これ

を表わす指標として，図 4._. 1 Iこ示す液状化指数 p，を主導入

した '5)

主主 4 - 1 土質分類と物性値

日正
出路橋庁、)j舟V耐仮設計編 今同調配布 日付先一分

rtZ (1.[/001 Tt 1 (1.(/>>01 D'，0 (M) |削叶ドル汗

r戸 1.7 L:i O.ll 2. 11 

トL二よ 1.'7 ti L:J 5 0.0 2. 5 札()11) 1 lJ 0 

1ft問 ン A ト 1.11 }.6 円 114 0.0 2. R :{ () 

/ノ， I、J円中[11耐 l.H 1.0 0.0 7 0.2 J 1 {J 

止旦砂 l.科目 1.0;) 0.1 0.0 4 ~ {I 

日←(i't 1.1lれ "1，7ら 0，1 f) 0.2 7 " 時
中 。L 2υ 1.(1 。月 b 11哩 4Z 11 

1且 砂〉 2.0 1." 0，0 。7 。
{抄 瞳 2.1 lり 2.0 1.0:1 り

'--守 色町四一一一一」一一一一

lU TIl: J抱1'1くj1):耐iFO)単校体的 r立民

7(， 2 地下水位面!の単位体的岳民

OT4」 J40

E 

5 
F=  ]-FL (FLく 1) 

PL=:F，w(Z)ぺ z j ( ，).1 ) 

F=O  (Flよ 1) 

ヨこ
¥1:10 
凶。

W(Z) 

(6) 各検討地点ごとに地表面加速度の値を段階的にかえて計算

を行い，あらかじめ定めた限界 PL植になる地支l函加速度を

求め，この{直を液状化する地表面加速度とみなした η なお?

限界 PJ， {i直は ，J品去の事例を参考 lこPL二 15とした。

4. 2 計算結主義

上記の計算手法にて，広島市の約 400点、のボーリングデータよ

り，液状化を発生する地表面加速度を前述の 5子法で算定した。計算は全て電算で処理したが，その計算例を示

15 

図 1 1 液状化指数 PL

したものが凶 4 - 2である。そして，各手法による広島市の液状化を発生する地表面加速度の分布，すなわち F

液状化危険分布図を示したものが，図 4-3~4-7 である。

これらの各手法による結果を比較すると Seed法，時松@吉見法が小

さい地表面加速度で液状化を発生するという結果となっているようである。 一竺E主2.1% 極 i調法 1.9需

，h~1奇能同法 3.6 弼

そこで，持地点で液状化を発生する最小の地表面加速度を与える手法l乙つ

いでまとめたものが図 4- 8である。同図 lこ示すように 9割以上は，

Seed法， 時松・者見訟で決まっている。これは 2.3で述べた結果を裏

付けた結果となっている。すなわち，広島市においても，安全側の液状化

判定を行おヮとすれば，この 2手法を組合わせればよい乙とになる。

また，この 2手法と{也の手法を地形で比較してみると，一般 1<:液状化の

可能性が高いといわれている埋立地・干妬地で，その違いが顕著に表われ

ているようである。

次lζ ， 3で検討した代表 2地点での応答計算結果より得られた地表面最 凶4-8最小地表面加速度を与える子法

nu 
k
u
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凡 例

".→ J也表厨加速度(1IIb)

贋塁間四l同

盟 lto-2XJ
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関 1.. 4 液状化危険分術開(将崎匂龍締法)

山地

丘陵 台地

!日持滋

三角猟及び溺れ谷

自然堤防ヲ砂洲 j 'J、厨状地

手話地

怨立地ー盛土地

t部砂局消火境界線

図 4- 5 

つ白ro 
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丘陵 台地

!日河iiJ

三角洲及び溺れ谷

自然提妨a砂洲，小府状地

干拓地

組立地 高差上地

関 4-6 

俊台地

l日尚道

三角洲ひ溺れ谷

自然纏防!砂洲 l づ扇状地

干拓地

凶 4-7 

液状化危険分布図(告を [8法)

液状化危険分布図(韓関法)

53 

議題 1∞-1加

盟 15O~'加

盟 m 切出

困問一羽

田]=-
日

地点liu加"皮

~j í∞ ~'150 

臨 150，-3:XJ 

層制~加

盟2-"0-削

凹?fX)，~ 3ff) 

日 3:0~.叩

日制~
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大方E速度を用いて，液状化判定を行った。これは Seed 法を用い

て行ったが 9 結果を表 4- 2 こ示す。

この結果からは，次のようなことがいえる c

① ー綾;乙設計で採用される例の多い基盤加速度 lOOgal1こ対し

て PL 績は よちも小きくなっでいる。しかし FL く 1

となる層はあり， ζ の基盤加速度lこ対して広島市域での液状化の

可能性はあるといえる。

② 地形による波状化発生の確率の明確な相還はみられない。

中:;j(・ E，jq~宮越・向井

表 4-2液状化判定(応答計算:結果よち)

1 00 97 5.2 

て高くなっている。広高地盤の特性，液状化危険

すなわち，芸予級の地震を想定すれば，広島市

主義のどこで液状化による られる。

5 結論

広島市の液状化の予測の侠!としては綱子らの報告あるが，本論文では，市内を 50.0胡どッチ iこ分割し，約

400点のボーワング資料から 9 より 各地域の液状化による被害を予測した。その主要な結論は次のj盈ちで

ある。

(1) 簡易判定手法のうちで， Sεed 法と時松・奇免法が安全側の詳織を与えることになるが 9 現状では時松@

音見法が最も合理的な半Ij定手法と考えられるの

(2) 地震応答計算結果によると，再来年数 200年期待の落盤加速度 100galのとき地表面最大加速度は 100

~130gal となち，表層での増揺があまりない結果となった。

(3) 基童草加速度 100ga 1を想定した場合，広島市域での液状化の可能性はあると考えられる。

(4) 芸予級地震を想定すると，広島市域のどこで波状化による被害が発生してもおかしくないと考えられる。

なお 9 本研究では，振動三輪試験結果を踏まえた詳縮予測，および当地区で適切と考えられる対策工法につい

ての提案はできなかったが，これらは今後の検討課題としたい。
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